






その他のタイトル Location of Industry and the Trend of




























~~f Holrηand ¥Veissglas 1) は， モデルのための図式を示し， レベノレが， 内生的
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そこで、本研究においてはp 数市町;1すからなるような比較的規模の小さな地域をとりあげ 3 その地域
における産業の立地と雇用の動向を概観し， 若干の事例にもとづいた考ー祭を行う.対象地域として
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l[ 山梨県中央部における雇用の動向
1I -] 従業者数のHt移
本対象地域を合む山梨県の民業1li込ーには， 1958年以米， 労働集約時1;)な， i炭是楽業:一一食料{品;「こ弘占製一).造i退遣主f..卸3先E 
と' 餐五針モ一一一繊品料紺維H佐t*事製~:;造主 . fi在制仰eヰ羽IJト，光f己との二系列をj主ミ(体本と し fたこゴj十村伴令rイず:I~衿
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構造 I~I句~ 'íじが起こっ てい る. 金属・ 機械系工業
や家具ー工業，衣服一工業は比較的従業者数がや11びている反面1， 繊維(衣服以外) ・木材 ・紙ノミルフ。工業
などの従業者数は減/}'しており ， このような在来工業の衰退に伴う震用の減少と ，それに対ーする金
-機械系工業のの11びとが対照的に現われている
1960年から1981:;1三までの従業者数のHt拶をよヘると s 第1<X石11]1シ司ソグをはさん で， 1972年から
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1975年の間に雇用の停滞がみられるものの， iE年的にほぼ単純地力/lしている.
は，各産業とも雇用がほぼ何一比率で増加しており 2次産業のシコープ

















1981年について表わしたものである. 1960年においては，市をはじめ， J:irK U-l . LJ梨-五の各liJ
および石和町・市川大門IBJ・|狭西の山麓li)の各HIJi寸に従業者;が多く分布していアこ.
これらの市HJ村の各産業の雇用者数を， 全国に対する立地係数によって検討すると) 11) 1大11]11Jベ}
増穂町では建設業および製造業の立地係数が高くなっており， 石和!日]やl扶自の抑形Il!J. 1訂版1!lf.鰍沢
Il]ではサーピス業の立地係数が高くなっている 工業統計の従業者数を分析すると， -m-JI大I'J1¥1 rでは




甲府南西側の各IllHJで， 1960年の 6~16倍に及んでいる 次に増1JIι手が高いのは，八代1IT 街J去IJ
-石和Il!Tなど峡東の 31I!T村である. 逆に， 雇用者の{Iびが最も低いのは， J勝i日除;券如?討j沼召i打刊川l引町!りT.イ戸鰍P可敬可秋桁Ri沢尺i問!リ川可iりJ.一)巾!バ山IJ川大11門l日司I i 




その背景ーとなっている. )j券沼IlJ}. i~歌沢 1 1I Tや韮11崎市の従業者数の {'IIびがいのは， 処設業の従業者数が
大きく減少したことや 3 鰍沢IJITfこおける繊維・木材工業の従業者数が減少したことなどによる. IUI 
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る.甲府公共職業安定所の営il告区域は， ~~ 1図で示 したように本対象地域のほぼ中央部を占めている




る景気の基準日付 によると， わが国の景気のトラフは， 1962年 .1965年 .1971年・ 1975年に記録され
ており，これらの求人のITVJきとほぼ一致している15)
一方，求職者数のHJ=.移は 41玄Ib)に不される通 りで， これによると ， 仁iこ1・高校卒業者数の求
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人 t )製造業(b) -e )を除く)2q 
人 g)卸・小売業
:i::7J 
人 h)第 3次産業 (g) および公務を除く)
1980年には1967年の半分になっている機械系工 第 51~\ 産業日lト古川間七人数
i.: : 1976il三までは!百年集計3 そオfし以降は年度集計3
業を除く製造業全{本に!司慌の傾向がみられる 1976{j二は両方を併記.資料:第41習とl司じ.
一方 2の特{数131うな窃Jきとして，機械系工業の求人の動きがあげられる.かなりの波動がみられ，
山梨県 11 1 央 l;mにおける産業の~\Jj也と眼用の動向 101 
1973:q三に大 'IJZf; な求人数の---11寺的な tl~I JJnがみれらたほか ， 1977年をト ラフとして，求人数が急速に4写増
加するとい う動きがみられる.tP; 3 ?:欠J:主主2の求人にもl司j策の傾向がみられる.
また，tf~; 3の特徴的な到]き として、建設業の求人の3 景気の波の影響をほとんど受けない，一貫し
て安定した成-Btf頃|旬がj出向できる.このように， 1971年から1974年にかけての好況Jjと1977年以後と
において，機械系工業やi~~ 3次jlI;:業， それに建設業の求人の1r11びが目立ってお り，逆に繊維・ 食品に
代表されるような軽工業部門の求人は衰退傾向にある
このように 3 この地域の労1rvJ'お要は3 全体的にみれば， 1972'--"731:三の好況JVJと例外とすれば，微増
傾向を維持・しているが， そのウエ イ;ー は，建設業 ・第 3(欠産業の方が向くなっていく傾向にある.特
に， 19771三以降の機械系工業の立j也によ る求人のれ1'びゃ， 引í~ 3次産業の求人の11'1びが， 1973年以降の
労働需要の急務に歯止めをかけたといえる
I[ -4 新規求人の空間的分布
1!t~ 2卸iにおいては 3 山梨県における従業者の分布を， 1960年と1981年とについて比較検討したが 3
木1(iでは， 1.981年の時点における新規求人の空間的分布を明らかにする 規求人の分布を微細なj也
j或スケールで1文り上げて集計した既存のヂータは存在しないので 3 ここでは，甲府公共職業安定所で
発せられた求人票の うち j1981年7)"lに完結16) した分をJlいて集計を -)た.その件数は32919ニで，求







加61玄I xJf};l~求人数(l981 i:jê. 7 月完結分〉の，全従業者数十こ I:!:i める" I;~IJ合一一'l3 Jlt公共職業安定所管内
資本l:求人京 (1981.iY.7 n完結分)および1日午153年事業jiJi絞;汁





従業者数との比をとることによって， その地域の相対的な求人数を得ることができる.ti 61習は， こ
のようにして得られた相対的な求人数の分布を表わす. ただし， 全従業者数については， 1981年の甲
府市の統計区別の数値がまだ公表さオ℃ていないため， 1978年の数値をYFJいたーこの|玄lによると， 相対
的な求人数は 3 甲府市1:コ心部よりもむしろその周辺注目に多く分布している.特に， EI=I府TlnlYflj地の縁
辺部および甲府市南部・玉穂村 .1五富'日J]・E("3凶UJ}・経1I坂[lりなどに集中している.
このような 3 相対的に求人数の大きな地域というのは， 産業の新たな立地 もしくは雇用者の新陳代
謝が盛んで 3 労働力に対する投資の盛んな地域である とj村釈することができ る. したがって，この図





前章においては， 1960年から1981~斗こかけて 3 山梨県中央 );tIS においてj印有者数がほぼ{~;:;-J訴し，特に
甲府市周辺の各町村における 3 製造業を中心とした雇用の卯IJIlが特徴的で、あることを出向した. この
ような雇用の増加の背景としては，次の二つが考えられる.




j妾性もまた上昇しており 3 卸売業などを 1:1コ心に， 京j兵市場と 1:1:1京 ・|支出iTli'J易との両方をJlfirl~i] して立地
した企業が数例みられる.
もう一つは，山梨県による， 工業主ζ土也に|到する政策的背景である.これは，産業立j也および雇用地
加の契機となるものである. その一つは工場の誘致で， r一村一工場J を 1~1 伎に，各 1]1] 村において工
場用地を確保し， 工場を誘致するとい うものである. いま一つは工業在日:血の建設で，1968ji三から1981
年にかけて三つの工業団地が計画・造成されている. さらにこれに類するものとして，山梨県におけ
る物流の拠点として， 1974年より 山梨1県流通センタ ー (卸売1]]地およびトラ y タタ ーミナノレ〉が建設
されている.このような三つの政策的手雪景にも とづいた産業の立地が， I. LI梨県のm~ n:)l:仰J J:J(，こ，大きな
役割を果たしていると考えられる.
以下においては， これらのうち， コゴ揚の誘致・工業団地の処設-卸売l立Ij也の建設とい う三つの形態
の産業立地をとりあげ，その雇用へのが1果を若干の事例¥こもとづいて考察する.
IU到W~ II~I 央部におけるiXí;企業の立地と原用の lli:JJlrij 103 
1l[-2 工場のi誘致
山梨県 [:1=19と I~I\ においては， 1-一村一工場Jを目標に山梨県によって工場の誘致が図られている17)
された工場数は， 1957:i1ミから1972年までのIUjに71工場を数え， 1980年までに約90工場に達してい




























次にF このような工場誘致による雇用のJ広大のy 空間l'j/jな影響にIJ!-する p 一つの事例をあげる.
71z1は3 櫛形町に所在するA工場(桜械系〉の， 1975年における従業者の居住地の分布を表わして
いる20) 従業者の辺勤聞は中巨摩郡や甲府市に及んでおり， 70%以上が，半径6km以内の市1!T村ーか
ら通勤している. また， I司図では， 各市寸の労働力人口に対する割合を示しているが，この図によ
ると， 芦安村の10%をはじめとして 3 揃形・白根・若草の各町の労働力の 2%以上を吸収している.
このように， 一企業の立地による茂:村地域へのインパグトは大きく， しかも，その距離逓減性が明確
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り，いオつ(ヲ〉る「先立jJ付主菜~_I ~こ )1罰する工場もいくつか合まれ kている.大半が京浜地区から進出してき
あるが，国!是正コ二業団地の一部には， 'l^府ilの1:1心rlJ"街地から移転してきた工場等も合まれる
これら三つの工業国土也においては， 1972年から1974年までに8事業所が操業を開始し，約900名(う
ち県内J采FfJ約800;f，)の庭用が和されている. また) 1977!JI三から 1983:11ミまでに31事業所が操業を1m
始(予定を合む〉し， ま 300:t， (うち県内採用約5，500名〉の雇用が京IJUJ (予定を合む〉されてい
る 21)茸~21玄a)によると) 1972{1三から1981年までにjl幼1した製造業の従業者数は4，742人であるので，
これら 3 工業団地によって創出さ~.した雇用者数は， この}邦矧U羽m刊-J丹[りiにjお弓け-る製巡業j厄語一l












たものカが三 2ある. このように 1甲干芋J府}市!打T内の企企吟3業i長主のj比:土ヒ率が3却Oタ%五とl而‘可月7率干担〈であり' また， 移転企業は
1斗のものに限られるとし¥う特徴がある
県外カ〉らの進出工場?主， 県内企業との結びつき く3 全事業所の下請工場の78%が県外に存在す
る. こjirul土，進出l以前G9所在地にある下詰工場をその主ま使用しているためであり， その翌日r!iの一つ






こθコょう:こ，こ 地における話用事情は， 198]年 9月の点
jえの労留すj需要が労働供計三をJ二1E_1っているようである. この事情が， 1978年以降のp 製造業1栄者数の
直し傾向に反映さオーしているようである.
したカ主って， 1980年前J後における 2次注業の雇用の停滞傾向は， このデータで~i!oる限りにおいて











を12iめている. 在|ト と?それ以外の 3
山梨県中央部におけるj託業の光地とj出mの1IiJ/rlj 105 
。
~;g 8 12 1[/1.小売業従業者の地加率(l972~1978年) 資料:事業JiJrMe計調査報告





ナスの増力/]J与を示している. :iE ~こ増 1m-;;与が高いのは， 甲府Tlï'の郊外で，特lこ回'r't~' IIlTの450%を筆頭に ，
竜王[l]T.甲府ïfj国 母i也 I-X~ .昭和[1fT'松市/lITでは， 100 %を上回る与を示す. これらの地区は，
i迅担 !白問宣ヨ11地也や 1在向卸~I引11坑完売;7市|わ打l'場など 日尚1荷討業{機涙茨司f能j伝Eのl中Fド刊川Jij片的1:不利有:;J守う什1干司苛-↑七いIJ一
|医悶主割1;道草ノミイパスや工業i団宣i地のi処処設?にこ斗f:!午:い， それを指向した卸小売業が立地している i坊 FI'Ï- ( 二 ~;目当する
UJ梨県流通センターは;このような卸売業の ~í_'l. J出移動の最も大規模なものである. 1976年から1980
年にかけて，甲府í'IYI:I=1 心部の卸売業の71事業~F)'Ï- (うち3事業所はサービス業〉が移ilぶして入居したもの
で，従業者は合計1.450人である.移転元は， その大部分が， 甲府ilX1:1心部の問屋倒である.大部分
の事業所は，拶転に伴い}~5 (，;rIìの拡張を行っているが， I司 il~lï: に経営の合:n日化を行 っているため，
のJ:民自はほとんど、行われていない.そのため， 卸売団地を合む田寓i1ITでは，卸 小売業の従業者数
106 人女池田学研究明i
は， 1972年から1978年にかけて， l， 076A j:~ljJll しているが， それに対して， 1:1問屋街を合む
土J1 j並区においては， II~J じ i記長期に卸小売業の従業者数は 807人 j成少している. このように，剖1・小うE
業の立地移動の場合は，その庭用者の空11 \'l 1~1守分布の移動を伴うのみで， 新?となる扇u羽の創造を伴うこ
とは少ないようである









1. 山梨県中央部における従業者数は， 1960年から1981年にかけて倍増した. Y~'I)llfDJIJにみると，繊
維系工業の従業者が半分近くに減少した反国¥ 機械系工業および第3次産業の従業者数が大きくイqlび
ている.労働市場においても， 繊維系工業をはじめとする軽工業部門の新規求人数は長期低落傾向に
あり，建設業や第 3 次産業の新規求人数は，経済変動の影響を強く受け4 ながらも 3 安定したj:I~ljJI1ぶり
を示している.機械系工業における新規求人数(，j:， 1次石1ショックを機に したが， 1977年以
急_l二昇している.






いて考察したところ 3 次のような特徴が見出された. i)農村への工場の誘致はp その近i坪に対して
きなインパグ トを及ぼすが， それが及ぶ範囲は比較的狭小である. i)工業団地の建設と，
それに伴う雇用の増lJn(ま1970年代において著しく， 特に1970年代後半における従業者数の111びに大き







・人口のモデ、ルとはやや視点を異にした? 者I¥itiや農村地域の空者J主I~lj;J な 1WI
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Location of Industry and th e Trend of Employment in the 
Central Part of Yamanashi Prefecture 
Yoshitsuyu ASAM1 
1n this paper， the trends of employmen七 since 1960 iηthe central part of Yamanashi 
Prefecture are investigatecl to consider th e effects oi the locatioll of industry to the 
employment based 01 census data and son:ゴeexamples. 
The results derived are as fo11O¥¥1s: 
(1) The number of persons employed in the central part of Yamanashi Prefecture in 
1981 had increased to t¥vice as many as ¥vere employed in 1960. Although the number of 
persons employed in textile manufacturi ng in 1981 had decreased by half as many in 
1960， the number of persons employecl in "l113Chinery manufacturing and in the tertiary 
sector g-rew rapidly 
Also， in the labor market‘ the number of nevv job offers bas been decIining for a long 
time in light manufacturing， especially in textile， and it has IコeengrO¥ving steady in 
construction and in the tertiary sector in spite of the remarkable f1uctuations affected 
by business cycles. The number of new job offers in machinery manufacturing were in 
a slump clue to the first oil shock， but they grew rapidly again in the year after 1977. 
(2) The nu日lberof persons emp10yed has been growing steacly in the surrounding rural 
area of the central city， Kofu. But the grovvth in persons employed was s10w in the cities 
or towns ¥vhich specia1ized in the traditio口 a1 industries. The area in which the number 
of ne¥v job oIfers is rela tively high i口 comparisonto the existing number of persons 
employecl is clestributecl on the urban fringe of Kofu and the outer suburbs. But in the 
central part of Kofu， the number of ne¥v job offers is relatively 10w. This fincling sug-
gests the outward movement of the location of employment from the city center to the 
suburbs. 
(3) 1n the central part of Yamanashi Prefcture， itwould be regarded that three types 
of inclustry locations exist， the introcluctiorl of factories， the establishment of i1.dustrial 
parks and the establishment of wholesale centers， which play a1. important part in the 
grO¥vth of employment. The effects of this to the growth of employment were discussecl 
based on some case stuclies. The clerived finclings are as fo11ows 
i ) The introduction of factories to the ruraI area had many impacts on the employ-
ment of the neighborhoocl， although such areas affected were relatively small. 
i ) The 1.ew employment due to the es tab1ishment of the industrial parks was at a 
peak in the 1970's， especially in the latter part. 
ii) The establishment of the wholesale centers induced the outward movement of the 
location of employment from the city cen ter to the suburbs， but it has not caused an 
mcrease in the number of ernployees. 
